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１．問題と目的

　国境を越える人の移動が増大するなか，学校教育の場では，居住地域と異なる文化を背景とする子どもたち（多くは外国人，特に移住者の子どもたち）にどのような教育が提供されるべきか，また，マジョリティである受け入れ側の子どもたちにはどのような教育が必要か，ということが問題となっている。特に，言語に関する問題は，異文化圏に生活の場を移した子どもたちがはじめに向き合う問題であり，その後もさまざまな場面で影響を及ぼすと考えられる。また，マジョリティ側の子どもにとっても，自分の話す言語を理解しない同級生に接する戸惑いがある。この問題に対して，これまで日本の公立学校は，日本語のできない子どもたちに日本語の指導を行うという方針をとってきたが，近年では，母語・母文化教育や積極的な異文化間教育の視点からの指導の必要性が認識されつつある。「国際化」現象は，異文化圏に来た子どもたちと受け入れ側の子どもたち双方にとって，異文化を意識し，視野を広げるチャンスとも考えられる。

　本研究の目的は，このような視点に立って，日本の「内なる国際化」を具現する教育政策の一例を提案することである。その際，異文化間教育から見た言語教育の実践であるドイツ･ヨーロッパ学校のモデルを例にとり，日本の学校教育に応用する可能性について検討する。
２．「国際化」に対する現在の日本の政策―神奈川県を中心に

　神奈川県教育委員会へのインタビューやWebサイトを含む文献調査を行ったところ，以下の点が確認できた。

１　外国人児童・生徒に対する教育施策の主なものは，日本語教育に関するものがほとんどである（国際教室・藤沢市言語相談員による巡回指導など）

２　公立学校での母語教育や母語の保障は国・県・市町村のいずれの方針としても打ち出されていないが，神奈川県愛川町や静岡県浜松市の例のように，母語に焦点を合わせた試みが徐々に始まっている

３　「総合的な学習の時間」に取り上げるトピックとして，文部科学省は「国際理解」を挙げており，神奈川県下の外国人児童・生徒が在籍する小学校でも取り組みが始まっている

４　高等学校までに英語以外の外国語を学習する機会は限られているが，外国語教育の多様化は徐々に進みつつある（文部科学省「高等学校における外国語教育多様化推進地域事業」）

　「国際化」を踏まえた施策である上記１～４の中で，１・２は外国人児童・生徒に対する教育，３は国際理解を目指した教育，４は主として日本人児童生徒に対する外国語教育の範疇に入るものといえる。しかし，これらはそれぞれ別のものとしてとらえられており，三者を統合した政策の立案・実施には至っていない。

３．ドイツ・ヨーロッパ学校（ベルリンモデル）の実践

　住民全体に対する外国人の割合が10％に迫るドイツでは，ＥＵの方針に従い，多言語の外国語教育，他のＥＵ諸国に対する理解を進める教育が推進されている。その中で，「（異文化・異言語への）出会いの学校」として1992年から二言語教育を行っているベルリン市の｢州立ヨーロッパ学校(Die staatliche Europaschule Berlin)｣に注目し，現地調査と文献調査を行った。ヨーロッパ学校には次のような特徴がある。

· ５歳児クラスから大学入学資格取得まで，ドイツ語と学校ごとに決められているパートナー言語(Partnersprache)での二言語教育を行う

· １クラスは，ドイツ語を母語とする生徒とパートナー言語を母語とする生徒が半数ずつになるように構成され，教員もドイツ語母語話者とパートナー言語母語話者の両者が担当する

· 教科の半分がドイツ語で，半分がパートナー言語で教授される

· パートナー言語は現在，英語，フランス語，ロシア語，イタリア語，スペイン語，トルコ語，ギリシャ語，ポルトガル語，ポーランド語の９言語である

· 公立なので，費用は他の学校の場合と同じく無料である

· 入学試験は実施せず，希望者多数の場合は抽選を行う

　実際に学校を訪問した結果，ヨーロッパ学校は集中的な外国語教育や，外国人児童・生徒に対する母語教育を行っているばかりでなく，言語の学習を通して，異文化を積極的に認識し，かつ異文化を背景とする生徒の間の相互作用に着目した，異文化間教育を実践する学校でもあることがわかった。ヨーロッパ学校に対する総合的な評価は，13年の課程をすべて終えた卒業生を初めて出す2006年まで待たれるが，デンマークのコペンハーゲン市でも同様の取り組みが始まるなど，「ベルリンモデル」の一定の成果はあがっているものと考えられる。

４．日本への応用可能性

　ヨーロッパ学校のモットーである「一緒に学ぶ，お互いから学ぶ，お互いのために学ぶ(Miteinander Lernen – Voneinander Lernen – Füreinander Lernen)」は，日本の学校教育でも目指されるべきものと考えられる。ヨーロッパ学校ベルリンモデルは，外国語教育，母語教育,異文化間教育を,政策としてひとつの学校制度に包括するという点に最大の特色がある。また，三者は相互に補完関係にあるということができる。

ベルリンの実践をそのままの形で日本の学校教育にあてはめることはできないが，外国語教育と国際理解教育・異文化間教育をつなぐ，積極的な異文化間教育としての言語教育は，日本の小学校での「総合的な学習の時間」の活動「『国際理解教育の一環』としての外国語学習」という形ですでに打ち出されている。今後，国際理解教育と外国語教育はより深く結びつくことが予想され，その際には英語だけでなく，外国人児童・生徒の言語的・文化的背景にも十分な関心が払われることが求められる。また，母語教育の保障を求める外国人側からの声もこれからますます大きくなっていくと考えられ，行政としての対応が必要となろう。

以上の理由から，ヨーロッパ学校のモデルを日本に応用できる可能性は十分あり，またその素地も整いつつあると考えられる。具体的には，多くの外国人が住む地域で「総合的な学習の時間」に外国人の母語である言語の学習を行い，学校選択制と連動して学校の特色にすることや，「教育特区」としてヨーロッパ学校のような学校・クラスを新設することなどが提案できる。地域の異文化に積極的に関わり，そこからポジティブな相互作用を生み出すためには，地域の言語状況に合った言語教育政策が求められる。
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